






























阪神・淡路大震災 今後の復興施策の推進方針【素案】

～復興の成果を県政に定着させる取り組みの着実な推進（仮称）

「３か年推進方策」の総括のポイント

① 「高齢者の自立支援」「まちのにぎわいづくり」は取り組みの継続が必要

② 復興の過程で生まれた先導的取り組みは県政の中に定着・発展している。

③ 震災の経験と教訓の継承・発信が進められている。

復興フォローアップ委員会提言のポイント

① 「高齢者の自立支援」「まちのにぎわいづくり」「伝える・備える」への取り組みが必要

② 一般施策へのソフトランディングに向けた計画的推進

③ 各種貸付金の償還対策、震災障害者等の課題への取り組み

① 復興フォローアップ委員会の助言を得ながら、今後の復興施策の推進方針を兵庫県が定める。

② 県政への定着をさらに進める必要がある復興施策を整理し、取り組み方針を示す。

現状と課題 施策の方向性（主な施策）

１ 被災地公営住宅における高齢者見守り
① 一般施策へのソフトランディング

（公営住宅におけるカバー率）

LSA ひろば SCS 市独自

災害 23.9% 19.4% 2.4% 54.3%

一般 2.0% 7.9% 0.8% 89.4%

○被災高齢者と地域福祉をつなぐ高齢
者自立支援ひろばの展開
・高齢者自立支援ひろば

○地域支え合い体制づくりの推進
・地域支え合い体制づくり事業

② シルバーハウジング、コレクティブハウジングに
おける超高齢化への対応

（県営シルバーハウジングの状況）

住宅数 高齢化率 ＬＳＡ対応 対応率

災害 32 93.0% 34 100.0%

一般 2 92.2% 2 100.0%

（県営コレクティブハウジングの状況）

住宅数 高齢化率 ＬＳＡ等対応 対応率

災害 7 79.9% 7 100.0%

○24 時間見守り体制の整備
・地域支え合い体制づくり事業（ＬＳＡ
の 24 時間配置モデル事業）
・ガスメーター等を活用した高齢者見守
りシステムの普及促進事業
・夜間・休日「安心ほっとダイヤル」開
設事業

③ 高齢特目における見守り

（県営高齢特目の状況）

住宅数 高齢化率 ひろば対応 対応率

災害 22 90.3% 10 45.5%

一般 30 87.5% 1 3.3%

○ＬＳＡ配置促進による見守り体制の
充実
・地域支え合い体制づくり事業（公営住
宅におけるＬＳＡ配置促進事業）

２ コミュニティ弱体化への対応

（ひろばの状況）

自治会活動が低調 12 ひろば 44%

自治会の後継者不足 8 ひろば 30%

住民間の派閥等 7 ひろば 26%

○高齢者が安心して生活できるコミュ
ニティの形成
・コミュニティ支援アドバイザー
・いきいき仕事塾（地域型）
・コミュニティサポート連携促進事業
・県民交流広場等周辺コミュニティ活動
との連携促進

３ 精神疾患、認知症等困難事例への対応

（主な困難事例）

精神疾患・認知症 47%

住民トラブル 24%

金銭トラブル 12%

○地域と専門職が連携した高齢者の見
守りの推進
・ひろばのプラットフォーム機能の充実
・「まちの保健室」との連携強化

現状と課題 施策の方向性（主な施策）

１ 震災を経験してい
ない住民の増加

（震災未経験の住民の割合）

・神戸市：36.1％

○実践と行動による
「伝える・備える」
活動の展開
・ひょうご安全の日
のつどい（メモリ
アルウォーク）
・神戸マラソンでの
震災情報の発信 等

２「伝える」ことがで
きる人の減少

○「伝え続ける」組
織内継承の促進
・ひょうご防災リー
ダーの養成
・職員研修等組織内
継承の取り組み

３ 新しい世代への継承

（人と防災未来センター入館者割合）
・小中学生：47.4%
うち県内小中学生：15.1%

○次代を担う子ども
たちへの経験・教
訓の継承 
・兵庫の防災教育の
推進 
 ・1.17 防災未来賞 
 

４ 全国的・国際的な情報 
   発信力の維持・強化 
 
（ＨＡＴ神戸等の国際防災関係機関） 
・18 機関 

○関係機関の連携強
化による情報発信
力の強化 
 
 
 

５ 安全安心をめざす 
   県民運動の展開 
 
（住宅耐震化率） 
・77.9%（H15） 
 
（家具転倒防止率） 
・27.9%（H21） 

○防災力強化県民運
動の展開 
 ・わが家の耐震改修
促進事業 
・室内安全対策の推
進 

 

高齢者の自立支援 伝える・備える 

「高齢者自立支援ひろば」を核とした高齢者包括支援の仕組みづくり 復興の成果が社会に生き続ける「新しい災害

文化」の確立 

 
 
 
 
現状と課題 施策の方向性（主な施策） 

１ 面的整備事業未完了地 
  区の存在 
 
（新長田南地区の状況） 
・土地区画整理事業 
  仮換地指定率：100% 
・市街地再開発整備事業 
 管理処分計画決定率:81% 

 
 

○面的整備事業の
早期完了 
・復興土地区画整理
事業等融資利子
補給 
・復興市街地再開発
商業施設等入居
促進事業 
・復興市街地再開発
地域事業所開設
支援事業 

２ まちのにぎわいの回復 
   の遅れ 
 
（商店数の減少） 
・H18 年度の状況(H6＝100) 
長 田 区：42.5 
東 灘 区：55.6 
灘  区：54.6 
被災地外：74.2 

 
（人口推移） 
・H22年9月の状況(H6＝100) 
長 田 区： 77.9 
東 灘 区：109.2 
灘   区：105.7 
被災地外： 99.1 

○にぎわいづくり
に取り組む地域
力の強化 
・復興まちづくり支
援事業 
・まちのにぎわいづ
くり一括助成事
業 

３ 全国的な経済不振の影
響 
 
（総生産の推移） 
・H20 年度の状況(H6＝100) 
被災地：100.4 
兵庫県：102.2 
全 国：115.0 

○全県施策への展開 
・商店街・小売市場
共同施設建設費
助成事業 
・被災商店街にぎわ
い支援事業 
・商店街・まち再生
プランづくり事
業 等 

まちのにぎわいづくり 

地域特性に応じた多様な主体の参画による持続

的なまちのにぎわいの創出 

〔その他の個別課題〕 
 
１ 未償還の貸付金等対策 
 ① 災害援護資金（未償還額：208 億円）  
 ② 生活福祉資金(震災特例貸付) 
（未償還額：43 億円）  

 ③ 中小企業緊急災害復旧資金 
   （未償還額：120 億円） 
 
２ 震災障害者・震災遺児の実態把握 
 
３ 県外居住被災者対策 
（ひょうごカムバックコール
＆メール登録者：92 人） 

  
４ 借上県営災害復興公営住宅の期
限到来 
（返還期限の到来：H28 年度～） 
 

阪神・淡路大震災 今後の復興施策の推進方針 

〔目標〕復興の成果を県政に定着させる取り組みの着実な推進 

スケジュール 

12 月 28日 復興フォローアップ委員会 

 3 月   復興フォローアップ委員会 

推進体制 

復興フォローアップ委員会 
・高齢者自立支援専門委員会 
・まちのにぎわいづくり専門委員会 

復興推進会議（政策会議） 
 ・高齢者自立支援部会 
  （プロジェクトチーム） 

ひょうご安全の日推進県民会議 

資料２ 



高 齢 者 の 自 立 支 援

現状と課題
施策の方向性

〔地域に根付いた地域福祉システムと復興施策の融合〕

１ 一般施策へのソフトランディング

・被災地の公営住宅の高齢者はＬＳＡ、ひろば、ＳＣＳ、市独自制度で概ねカバーできている。

・復興基金の支援（H26 まで、ひろばは H27 まで）後の展開が未定

○被災高齢者と地域福祉をつなぐ高齢者自立支援ひろばの展開

・高齢者自立支援ひろばを核に地域の

様々な主体をつなぎ、地域の福祉シ

ステムの中で被災高齢者が安心して

生活できるしくみの確立を図る。

（被災高齢者と地域社会をつなぐ

コーディネーターとしてのひろ

ば機能の充実)

→将来、市の地域福祉施策に移行

○国の地域包括ケア施策の動向に則した施策展開
・介護保険制度の活用促進
・地域包括支援センターとの連携 等

○地域支え合い体制づくりの推進

国の介護基盤緊急整備等臨時特例基金を活用し、地域における支え合いの体制強化を図

る。
・高齢化が進む公営住宅へのＬＳＡによる巡回見守り
・地域の実情に応じた事業展開への支援

① シルバーハウジング、コレクティブハウジングにおける超高齢化への対応

・すべてのシルバーハウジング、コレクティブハウジングに

ＬＳＡ又はＳＣＳが配置されており、一定の見守り体制が

確保されている。

・当該住宅は高齢化率が特に高く、自治会機能の維持が困難

となっている住宅もあり、夜間・休日の見守りに不安が生

じている。

○24 時間見守り体制の整備

ＬＳＡ配置による 24 時間見守りをモデル的に実施

配置基準：概ね 150 世帯に 5人 配置箇所：２か所

配置場所：150 世帯以上のシルバー仕様住宅内のＬＳＡ室

② 高齢者特定目的住宅における高齢者の見守り

・県営住宅の高齢者特定目的住宅の高齢化率が極めて高い。

・高齢者特定目的住宅の建物・設備はシルバーハウジング

並となっているが、ＬＳＡが配置されておらず、ほとん

どの住宅が市独自支援による対応となっている。

○ＬＳＡ配置促進による見守り体制の充実

・国の介護基盤緊急整備等臨時特例基金を活用し、ＬＳＡの配置を促進

30 戸以上のシルバー仕様の公営住宅：27 人程度

高齢者のみの世帯が多い公営住宅所在の地域包括支援センター等：76 人程度

・地域支援事業経費（介護給付費の３％）の枠の撤廃について国に要望

２ 高齢化した住宅におけるコミュニティの維持

・災害復興公営住宅での自治会活動が低調で、高齢者を支える

コミュニティの活力が衰退している。

○高齢者が安心して生活できるコミュニティの形成

高齢者が住んでいるコミュニティの中で、安全で安心な生活を送れる環境の構築を図る。

・コミュニティ支援アドバイザー ・いきいき仕事塾（地域型） ・コミュニティサポート連携促進事業

・県民交流広場等周辺コミュニティ活動との連携促進

３ 精神疾患、認知症等困難事例への対応
・災害復興公営住宅に住む高齢者は、身体的な弱体化など高齢者

特有の問題に加え、精神疾患、認知症、経済的困窮など様々な

問題を複合的に抱えている。

○地域と専門職が連携した高齢者の見守りの推進

①ひろばのプラットフォーム機能の充実

各分野の専門窓口、ボランティア、ＮＰＯなどの地域資源をまとめた地域カルテを活
用し、ひろばのスタッフが住民と専門家をつなぐ橋渡し役を担う環境の整備を図る。

②「まちの保健室」との連携強化

「高齢者自立支援ひろば」を核とした高齢者包括支援の仕組みづくり

（公営住宅におけるカバー率）
LSA ひろば SCS 市独自

災害 23.9% 19.4% 2.4% 54.3%

一般 2.0% 7.9% 0.8% 89.4%

高齢者自立支援ひろば
スタッフ

被災高齢者

連携・利用促進

市・区社会福祉協議会

近隣の助け合い、

支え合い

見守り

ふれあい活動

生活支援

サービス

公的福祉

介護保険制度

～コミュニティ支援アドバイザープラットホーム⑬～まちの保健室

〔県営シルバーハウジングの高齢化率〕

区分 住宅数
入居
者数 

高齢 
者数 

高齢 
化率 

LSA 
対応 
施策 
対応率 

災害 32 1,987 人 1,848 人 93.0％ 32 100% 
一般 2 51 人 47 人 92.2％ 2 100% 

 
〔県営コレクティブハウジングの高齢化率〕 

区分 住宅数 
入居 
者数 
高齢 
者数 

高齢 
化率 

LSA 
SCS
対応 

施策 
対応率 

災害 7 288 人 230 人 79.9% 7 100% 

 
〔県営高齢者特定目的住宅の状況〕 

区分 住宅数 
入居 
者数 

高齢 
者数 

高齢 
化率 

ひろば 
対応 

施策 
対応率 

災害 22 1,112 人 1,004 人 90.3% 10 45.5% 
一般 30 969 人 848 人 87.5% 1 3.3% 

 

〔地域に根付いた地域福祉の現状〕 
独自の見守りシステム 

市名 
要介護 
認定者数 

民生 
委員数 

民生委員 
訪問回数 対象登録数 制度名 

緊急通報システ
ム登録数 

1,280 世帯 見守り推進員 
神戸市 67,135 人 2,113 人 642,672 回 

16,793 人 友愛訪問 
6,666 世帯 

尼崎市 20,827 人 816 人 100,932 回 240 人 地域福祉サポート事業 717 世帯 

西宮市 14,250 人 620 人 137,692 回 17,806 人 地域安心ネット 1,083 世帯 

芦屋市 3,892 人 109 人 13,936 回 326 人 安心確保事業 139 世帯 

伊丹市 5,836 人 230 人 30,201 回 2,890 世帯 小地域ネットワーク 780 世帯 

明石市 10,292 人 362 人 53,214 回 3,258 世帯 安否確認事業 737 世帯 

 

〔ひろばの状況〕   

自治会活動が低調 12 ひろば 44% 

自治会の後継者不足 8 ひろば 30% 

住民間の派閥等 7 ひろば 26% 

 

                 

精神疾患・認知症 47％ 

病気等 7％ 

訪問拒否 10％ 

金銭トラブル 12％ 

住民トラブル 24％ 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ま ち の に ぎ わ い づ く り 

地域特性に応じた多様な主体の参画による持続的なまちのにぎわいの創出 

現状と課題 
施策の方向性 

〔地域の主体的なにぎわいづくりへの移行〕 

１ 面的整備事業未完了地区の存在 

 ・新長田地区の面的整備事業が未完了であり、空き地、空き店舗が目立つ状況にある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○面的整備事業の早期完了 

・家賃補助等による空き店舗、空き床等の解消 

・H25 年度以降は面的整備事業の進捗状況により支援策の必要性を判断 
 

２ まちのにぎわいの回復の遅れ 

・震災後の都市構造やライフスタイルの変化、現在の経済情勢を考 

えると、震災前の「まちのにぎわい」をそのまま取り戻すことは 

困難となっている。 

・ハードの復興がほぼ完了した被災地において、目指すべき「まち 

のにぎわい」のあり方を地域で共有し、住民主体のにぎわいづく 

りを推進していく必要がある。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○にぎわいづくりに取り組む地域力の強化 

・まちのにぎわいづくり一括助成事業やまちづくり協議会への支援を通して、地域で主

体的、継続的ににぎわいづくりを推進できる体制の定着を図る。 

・平成 27年度以降（一括助成事業新規受付 H24 年度まで、事業期間最長 H24～27 年度）

は、地域の力による持続的なにぎわいづくりの取り組みに移行する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 全国的な経済不振の影響 

・被災地の総生産は震災前の水準を回復しているが、近年の世界的 

な景気後退等の要因もあり、全国平均に比して低迷している。 

・被災地経済の落ち込みは全県の経済状況と同じ傾向であるため、 

全県的な対策が必要である。 

○全県施策への展開 

 ・商店街支援、専門家派遣など復興施策で培った手法を活かして、平成 25 年度以降は 

 一般施策へ移行 

 

 
〔土地区画整理事業〕 

地区名 
計画 
面積 

仮換地 
指定率 

最終 
工事完了 

新長田・鷹取 
（長田駅北） 

87.8 ha  100％ H23.3 

 
〔市街地再開発整備事業〕 

地区名 
計画 
面積 
事業計画 
決定率 

管理処分 
計画決定率 

最終建築 
工事完了 

新長田駅南 20.1 ha  99％ 81％ H26.3 

 

〔商店数の減少〕 
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 〔被災地（東灘区、灘区、中央区、西宮市、芦屋市）の人口推移の状況〕 
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 〔被災地（兵庫区、長田区、須磨区）の人口推移の状況〕 
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［鉄人 28 号モニュメントの効果について 

(神戸市調べ)］ 

歩行者通行量（休日）の増加 

   ＊新長田南地区 8か所の歩行者通行数の合計 

H18 年     36,000 人／日 

H21 年 10 月      鉄人完成 

    H22 年  2 月 60,000 人／日  

〔被災地等の総生産（実質）の推移〕 
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伝 え る ・ 備 え る 
復興の成果が社会に生き続ける「新しい災害文化」の確立 

現状と課題 
施策の方向性 

〔中・長期的視野に立った継続的な取り組みの展開〕 

１ 震災を経験していない住民の増加 

・被災地の住民が震災経験者と未経験者に二分化され、震災体験 

の共有を前提とした「伝える」活動では教訓の継承が困難とな 

っている。 

   

 

 

 

○実践と行動による「伝える・備える」活動の展開 

震災経験者と未経験者が価値観を共有し、共に参加できる活動を展開する。 

大震災の経験と教訓をベースにしながら将来の災害に備える取り組みとして日

常生活の中に防災・減災や復興の成果が息づく「新しい災害文化」の定着、発展を

図る。 

・「ひょうご安全の日のつどい」の継続実施 

・団体参加の呼びかけなど防災訓練としてのメモリアルウォークの活用促進 

・県民運動としての防災・減災活動の展開 

・神戸マラソン大会における震災情報の発信 

２「伝える」ことができる人の減少 

・被災者の高齢化に伴い経験や教訓を伝える人が減少している。 

・行政においても経験者の退職により組織内でノウハウを伝える 

ことが困難になりつつある。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「伝え続ける」組織内継承の促進 

震災の経験と教訓を伝える人の発掘・育成に努め、行政、警察、消防、教員、自

治会等民間団体など組織内での継承の仕組みの構築を図る。 

  ・ひょうご防災リーダーの組織化と活用 

  ・県職員ＯＢによるＮＰＯ等と連携した伝承活動の実施 

  ・職員研修への防災・危機管理研修のビルトインによる県の人材育成のシステム化 

  ・各所属災害対応マニュアルの見直し 

 

 

 

 

 

   

３ 新しい世代への継承 
・新しい世代への継承システムを確立する必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○次代を担う子どもたちへの経験・教訓の継承 

被災地をはじめ子どもたちへの経験・教訓の継承のあり方の再検討 

・兵庫の防災教育の推進 

・1.17 防災未来賞「ぼうさい甲子園」の継続実施 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 全国的・国際的な情報発信力の維持・強化 

・神戸東部新都心に立地集積している国際的な防災・人道支援関係機関国内外への情報発信力を維持・強化するとともに、各機関の研究成

果を共有する取り組みをさらに進める必要がある。 

・大学等の研究機関との有機的な連携により、相乗効果を上げるとともに、成果の発信・活用を図る必要がある。 

○関係機関の連携強化による情報発信力の強化 

関係機関相互連携の場を用意して連携促進を図るとともに、シンポジウム、セミ

ナー等による情報発信を支援 

・防災関係機関・大学との連携強化 

・関係機関のシンポジウム等への支援 

・教訓発信セミナーの開催 

５ 安全安心をめざす県民運動の展開 

・県民自らが「伝える・備える」活動を実践し、生活の中に 

震災の教訓を生かす取り組みを続ける必要がある。 
 

○防災力強化県民運動の展開 

ひょうご安全の日推進県民会議を中心に、防災に関する実践活動を呼びかけ、県

民、学校、企業など様々な主体が行動する防災力強化民運動を引き続き推進 

・住宅耐震化の促進 

    ・室内安全対策の推進 

 

〔住宅耐震化率〕  ７７．９％（H15） 

〔家具転倒防止率〕 ２７．９％（H21） 

神戸市における震災を経験していない住民の割合：36.1％ 
 

 
 
 
 
 
 

阪神・淡路大震災を知らない職員の推移
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 〔人と防災未来センター入館者区分（団体予約分）〕 
 

 

県外 
小学・中学生 
（32.3％) 

県外  
高校・大学生
（12.6％) 

県外  大人
(33.7％) 

県内 小学・中学生（15.1％) 

県内 高校・大学生（0.6％) 

県内 大人(5.7％) 

 



 
 
 
    
 
 
 

そ の 他 の 個 別 課 題 

現状と課題 施策の方向性 

１ 未償還の貸付金等の対策 

 

   

 

 

 

 

 

（社会援護課、地域金融室） 

○返済の促進を図るとともに、貸付原資の国への償還期限の延長要望、返還

困難債権の整理等必要な対応を進める。 

２ 震災障害者・震災遺児の実態調査 

     震災障害者・震災遺児の実態が把握されていない。 

 

 

 

（復興支援課、障害福祉課） 

○実態調査を踏まえ、将来の災害への備えとなる教訓の抽出を図る。 

３ 県外居住被災者対策 

     県外生活が長期化・安定化し、事実上帰県が困難な事例 

   が増えている。 

 

 

 

 

 

 

 

（復興支援課） 

○県外居住被災者の状況調査を通じて、帰県希望等の意向を確認し、対応を

検討 

 

４借上県営災害復興公営住宅の期限到来 

     借上災害復興公営住宅の返還期限が、平成 28 年度から 32 

   年度にかけて到来する。 

 

 

 

 

 

 

（住宅管理課） 

○入居者の意向調査を踏まえて、対応を検討 

 

 
貸付金の名称 未償還額等 

災害援護資金(H24 年度期限) 1.4 万件 208 億円 

生活福祉資金（震災特例貸付） 2.8 万件   43 億円 

中小企業緊急災害復旧資金 1.6 千件  120 億円 

 

 

 
団地数 借上戸数 

高齢単身 

世帯率 
高齢化率 

部屋借り 29 1,589 - - 

棟借り 9 741 - - 

計 38 2,330 49.6% 55.4% 

 

〔ひょうごカムバックコール＆メール登録者の状況〕 

区分 H20.3 H22.8 

登録者（電話・送付） 147人 92人 

電話訪問のみ 45人 46人 

県住案内送付のみ 115人 104人 

計 307人 242人 

 

・震災障害者（身体障害） 328 人（うち死亡 117 人） 

・震災遺児        419 人 






















































































































